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1. 事業目的 

国際的な資源需要の拡大と地政学的なリスクの高まりによる資源制約や気候変動など、

リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへの移行が世界的に急務となっている。 

サーキュラーエコノミーを実現するためには、ビジネスモデルの変革も視野に入れなが

ら、単にカーボンニュートラルの視点だけでなくこれまでの環境配慮設計では循環しなか

った資源について、必要に応じて材料の見直しや回収、選別の仕組みも併せて設計時点で検

討する 「循環配慮設計」の実装、拡充が必要である。しかしながら、循環配慮設計の実装、

拡充に当たっては動脈産業側（設計実施者）単独の取組では材料の選定、回収、再資源化と

その活用などの実効化は難しく、動脈産業と静脈産業のコミュニケーションを通じた具体

策の検討が不可欠である。 

このため、資源循環の課題を踏まえ、まずは自動車関連産業を中心に EU の ELV 規則案

による再生樹脂の利用率規制や MaaS・CASE によるビジネスモデルの変革等の動向を注視

しながら、動脈・静脈双方の視点により、サーキュラーエコノミーへの移行に向けた具体策

を検討した。 

2. サーキュラーエコノミーとは 

サーキュラーエコノミーは、有限な資源の投入量や消費量消費を抑えて廃棄物を出さな

い経済システムであり、経済活動と資源消費を切り離すことで経済成⾧も同時に目指すも

のである。エレンマッカーサー財団はサーキュラーエコノミーに関して、以下の３原則1を

提案している。 

 

３つの原則 

 廃棄物と汚染を排除する 

 製品・資材を（最高価値で）循環させる 

 自然を再生する 

 

サーキュラーエコノミーを推進するための製品やサービスのより望ましい循環方法につ

いての図として次項のバタフライダイアグラム2が提唱されている。 

この図の左側は再生可能資源のサイクル、右側は枯渇性資源のサイクルの物質の流れを

 
1 Ellen MacArthur Foundation, https://www.ellenmacarthurfoundation.org/topics/circular-economy-

introduction/overview 
2 Ellen MacArthur Foundation drawing based on Braungart and McDonough Cradle to Cradle, 

https://www.ellenmacarthurfoundation.org/circular-economy-diagram を加工 
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示している。枯渇性資源のサイクルは再利用、修理、再製造、リサイクルなどのプロセス

を通じて、製品や材料を循環させ続けるものである。 

 
図 1 サーキュラーエコノミーの概念図（バタフライダイアグラム） 

 サーキュラーエコノミーは、資源の循環のみならずカーボンニュートラル実現のための

貢献が期待される。気候変動対策として、再生可能エネルギーやエネルギー効率の向上な

どの取組みが行われているが、世界の GHG 排出量においてエネルギーに起因する排出量

は全体の 55％にとどまっている3。 

残りの 45%は製品の製造（産業および農林業とその他の土地利用）に起因するものであ

り、この分野についても対策を実施する必要がある。エレンマッカーサー財団は、5 つの

主要産業素材（セメント、鉄鋼、プラスチック、アルミニウム）に循環型経済戦略を適用

した場合、2050 年に排出量を 40％削減できる可能性があることを示している。 

我が国においては環境省の「令和 5 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書4」で優先

順位として、発生抑制（リデュース）と再使用（再使用）がリサイクルよりも先立つよう

に位置付けている。また、上図（図 1）のリユース/再配分、シェアや維持/⾧寿命化によ

って廃棄そのものを削減することも、サーキュラーエコノミーの加速にとって重要であ

る。 

 
3 Ellen MacArthur Foundation , Material economics（2021）, Completing the picture How the circular 

economy tackles climate change.をもとに作成 
4 環境省, 令和 5 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書, 

https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r05/html/hj23010202.html 
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自動車リサイクル法の概要 

自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）は、自動車製造

業者等を中心とした関係者に適切な役割分担を義務付けることにより使用済自動

車のリサイクル・適正処理を図ることを目的として、2005 年に施行された。 

 使用済み自動車に含まれる価値の高い金属スクラップや再利用できる部品は、

法施行以前にも解体・破砕業者により選別・回収され流通しており、市場の中でリ

サイクルは相当程度行われていた。しかし、ASR（自動車破砕残さ）6が管理型処

分場へ埋め立て処分が義務化されたことや鉄スクラップ価格の低迷をきっかけに、

産業廃棄物最終処分場のひっ迫や不法投棄の問題が生じるようになった。 

上記を背景に、自動車リサイクル法はすでに確立されていたリサイクルの既存

インフラを活用しつつ、市場原理に任せるのが難しい ASR やエアバッグ類、フロ

ン類の 3 品目について、拡大生産者責任の考え方に基づき、自動車製造業者等が

再資源化等の義務を負うものとなった。その費用は、自動車ユーザーから新車購入

時に前払いで徴収される。解体事業者・破砕事業者は都道府県知事等の登録・許可

を受けて、使用済自動車の再資源化を行う役割を担う。 

 自動車リサイクル法では、施行後 5 年以内に見直しの検討が行われることが規

定されており、2010 年、続く 2015 年に評価と今後の在り方が議論され、報告書

に取りまとめられた。2020 年にも同様の検討が行われ、法全体として概ね順調に

機能している一方で、よりリサイクル制度が進化していくことが期待されている

として、今後の方向性が示された。 

報告書では、①自動車リサイクル制度の効率化と安定化、②3R の推進・質の向

上、③変化への対応と発展的要素を課題と今後の方策として挙げている。②は再資

源化の高度化が求められるとされ、循環経済への移行に向けて、再生資源や再生可

能資源由来素材の利用拡大や、使用済み自動車の部品・素材等を徹底的に分別回収

し、リユースによる再使用・リサイクルによる再生利用、さらにそれらが難しい場

合に熱回収という「3R＋Renewable」を推進することが需要との認識が示された。

特に、ASR の半分以上を占めるプラスチックの大部分が熱回収されている点を懸

念した。 

 また、欧州の ELV 指令（2000/53/EC）7やバッテリー指令（2006/66/EC）8の

 
6 使用済み自動車から部品を取り外し、さらに破砕して鉄・非鉄金属を取り出した後に残るシュレッダー

ダスト（Automobile Shredder Residue） 
7 EU, Directive 2000/53/EC of the European Parliament and of the Council of 18 September 2000 on end-

of life vehicles  
8 EU, Directive 2006/66/EC of the European Parliament and of the Council of 6 September 2006 on 

batteries and accumulators and waste batteries and accumulators and repealing Directive 91/157/EEC 
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見直し（現在では、それぞれ ELV 規則案9、バッテリー規則10として提案、施行さ

れた）の動きにも言及し、自動車を取り巻く環境の変革を見据えてあるべき方向性

を検討する必要があるとした11。 

  

本事業では、自動車産業における現状を把握することを目的とし、すでに日本で取り組み

がある程度浸透しているリサイクル（図１(A)）を対象に、鉄、非鉄金属、樹脂、その他の

素材をリサイクルして原材料として使用するフローがどのようになっているのかを中心に

調査した。  

 
9 EC, Proposal for a Regulation on circularity requirements for vehicle design and on management of end-

of-life vehicles 
10 EU, Regulation (EU) 2023/1542 of the European Parliament and of the Council of 12 July 2023 

concerning batteries and waste batteries, amending Directive 2008/98/EC and Regulation (EU) 

2019/1020 and repealing Directive 2006/66/EC 
11 産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会 自動車リサイクルワーキンググルー

プ 中央環境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会 合同会議, 自動車リサイクル制度の施

行状況の評価・検討に関する報告書 
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リサイクル／古紙リサイクル／その他 

株式会社ウエスギ リサイクル事業（非鉄金属、金属・貴金属、被覆電線、プ

リント基板・OA 機器、製紙原料）／解体事業／廃棄物処

理事業／メモリー・サポート事業 

株式会社エコネコル 鉄・非鉄金属リサイクル／廃棄物リサイクル／自動車リサ

イクル／都市鉱山リサイクル／木くずリサイクル 

加山興業株式会社 産業廃棄物処理業／解体／環境機器及び用品販売 

神岡鉱業株式会社※ 金属製錬／機能材料・触媒／水力発電・地下利用 

株式会社 JBR 使用済みバッテリーの再生、回収及び買取 

住友大阪セメント株式会社 セメント事業／鉱産品事業／建材事業／光電子事業／新

材料事業／その他 

株式会社ダイキマテリアル 非鉄金属のリサイクル業 

トヨキン株式会社※ 金属資源理リサイクル／廃棄物の適正処理／運搬業務／

フォークリフト・高所作業車レンタル 

豊田ケミカルエンジニアリ

ング株式会社※ 

産業廃棄物中間処理事業／リサイクル事業／環境分析事

業 

豊田メタル株式会社※ 自動車リサイクル／エアバッグ適正処理／家電リサイク

ル／2 輪車リサイクル／コムス（原付四輪）リサイクル／

FRP 船リサイクル／OA・事務機リサイクル／産業廃棄物

処理／金属屑（製鋼原料・鋳物原料・特殊鋼屑・非鉄）の

リサイクル／廃プラスチックリサイクル 

豊通リサイクル株式会社 使用済み自動車触媒から貴金属の回収並びに販売／自動

車解体部品の回収並びに販売／自動車リサイクル法対応

／ASR 再資源化事業受託／環境機器の販売 

日本オートリサイクル株式会社 自動車の解体処理／鉄屑加工処理／アルミニウム溶解／

新車・中古車の販売／国内中古部品・輸出部品販売／産業

廃棄物の収集運搬・中間処理／損害保険代理業等 

株式会社野末商店 非鉄金属、製鋼原料の回収販売／産業廃棄物の収集、運搬、

処理業 

ハリタ金属株式会社※ 産業廃棄物の収集運搬・中間処理／一般廃棄物の収集運

搬・中間処理／鉄スクラップの破砕・選別（製鋼原料の回

収）／家電リサイクル事業／自動車リサイクル事業／二輪

車リサイクル事業／小型家電リサイクル事業 

株式会社プラニック※ プラスチック再生業 

株式会社マーク・コーポレ

ーション 

自動車のリサイクル事業／中古部品生産、部品輸出 
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・ピラーの内部に入っているハーネスは、重機で外さないと取れない。 

・ワイヤーハーネスにアルミが混ざり始めた。 

・ワイヤーハーネスの素材によって識別のために被覆の色が分けられて

いるが分かり辛い。銅製ワイヤーハーネスの中に一本だけアルミ製ハ

ーネスが混ざっている場合や銅製ワイヤーハーネスとアルミ製ワイヤ

ーハーネスがバンドで結束されている場合があり、解体時にハーネス

の素材で選別することは現実的ではない。 

・アルミのワイヤーハーネスが混在しているせいで、ワイヤーハーネス

をナゲット処理した銅ナゲットには微量にアルミが含まれているた

め、雑ナゲットとなってしまう。伸銅メーカーには戻せず精錬メーカ

ーに戻すしかない。現在の基準では品位 99%以上の相当の高品位でな

いと伸銅メーカーに直接戻すことは難しい。 

・取引価格は LME、銅建値が基準となり、含有量（率）によって価格が

決まる。 

アルミニウム ・材料の組成変動の許容が変化したら水平リサイクルが可能になるだろ

う。 

・鍛造アルミホイールで水平リサイクルが行われた事例はあった。（別の

企業からはアルミホイールはメーカーごとに組成が異なるため、水平

リサイクルは難しいという声もあった。） 

・車両の 2-3%に再生材が使用されているが、そのほとんどがアルミ。 

・エンジンはリユース販売（うち８割は海外へ。東南アジアとくにマレ

ーシアが多い）が主で、リユース販売できないものをアルミインゴッ

トとして溶解。溶解後は二次合金メーカーに販売して、エンジン等ア

ルミ二次合金部品として車に戻っている。リユース品の単価はマテリ

アルリサイクル品よりも単価が圧倒的に高くできる。 

・ラジエーターは水垢の汚れがついているため、アルミ二次合金メーカ

ーにしか戻せない。 

・ラジエーターは分解せずにそのまま問屋に納める。 

・ダイキャスト・鋳物合金と展伸材が分別できないので、展伸材メーカ

ーや自動車部品メーカーに戻せず、二次合金メーカーにしか戻せない。

「LIBS ソーター」によってダイキャスト・鋳物合金と展伸材が分別で

きれば水平リサイクルの可能性がある。 

・展伸材由来のスクラップは展伸材にもダイキャスト・鋳物にも使える

が、ダイキャスト・鋳物由来はダイキャスト・鋳物にしか使えない。

（ダイキャスト・鋳物用合金の方が、シリコン含有量が多く、アルミ

合金からシリコンを除去する技術が確立されていないため。） 
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・アルミと亜鉛は選別が難しく、X 線ソーターでは選別できない。比重

選別装置を持つ選別業者に任せている。 

・軽量化のための複合材は資源循環を阻害している。例えばバッテリケ

ースは、本体はアルミだが、ビスで鉄を使っている。異素材が接合さ

れているため完全に分けることが難しい。 

その他 ・とあるメーカーのワイヤーハーネス用のビスの数が多く、ビス止めの

場所が他のメーカーと異なるため処理しづらい。 

・シュレッダー後のミックスメタルは、9 割がアルミと亜鉛の混合物、2

～3%が銅と真鍮の混合物、残りが基板など。ミックスメタルからはで

きるだけ、X 線ソーターにより銅と真鍮の混合物や基板（金等）は選

別する。銅と真鍮の混合物は選別業者へ販売。 

・ミックスメタルからは、まずアルミとマグネシウムを湿式重液選別で

取り出し、国内に販売。重液選別できずに残った銅、真鍮、ステンレ

ス、亜鉛は大まかに手選別を行った後、銅と真鍮はカラー選別し、銅

は国内に販売する。亜鉛と真鍮は海外行き。ステンレスは一部国内ス

テンレスメーカーに納めるものの、多くは海外行き。 

非鉄金属についてのヒアリングのまとめ 

上記の表のように、モーター部品やワイヤーハーネスといった銅部品は資源価値が高い

ことや鉄スクラップを電炉に投入する際に取りのぞく必要があることから、プレス・破砕前

に回収されている。ただし、多様な素材で構成されているモーターやワイヤーハーネスから

銅のみを選別することは自動車解体業者では難しいため、部品の状態でナゲット加工業者

や選別業者、非鉄金属問屋に販売される。その後は国内精錬メーカーを経て水平リサイクル

されているケースと海外に流出しているケースがある。 

銅部品の国内での水平リサイクルの割合を上げるためには、設計や製造時に銅製ワイヤ

ーハーネスとアルミニウム製ワイヤーハーネスが混ざらない工夫や選別しやすい設計、動

脈側の銅を使いこなす技術の向上などが必要であると考えられた。 

またアルミニウムはエンジンやホイールといった一部の部品がプレス・破砕前に回収さ

れるものの、その他の多くの部品がプレス・破砕されることで、展伸材用の合金とダイキャ

スト・鋳物用合金を選別することができず、アルミニウム二次合金としてカスケードリサイ

クルされる。エンジンは海外での中古需要が高く、大半が海外流出しているが、国内に残っ

たものについては、アルミニウム二次合金メーカーを経て水平リサイクルされる。 

ホイールについては一部が水平リサイクルされるものの、メーカーや製品ごとにアルミ

ニウム合金の組成が異なるため、大半がカスケードリサイクルされる。アルミニウムの水平

リサイクルを拡大するためには、アルミニウム合金の種類の削減や使用箇所の統一に加え、

選別や解体の容易な部品の設計や製造方法、鉄等の異素材と分離しやすい設計や、選別業者

における合金別の選別技術の確立が必要であると考えられた。 
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・樹脂部品から接着された緩衝材や、異素材のビスなど異物除去ができ

ない。 

経済性 ・スクラップ業界は重量当たりの処理費で取引するが、プラスチックは

重量が軽いため収益を見込みづらい。 

・樹脂関係は、分別のコストがかかるため、技術的には可能だが、採算

が取れない。 

・樹脂は、分別して破砕するより、そのまま破砕した方がコストダウン

できる。従って、エアバッグのナイロン以外は、プレス前に分別して

いない。 

リサイクルの

可能性 

・樹脂のマテリアルリサイクルはトライアルしたことがあるが軌道に乗

らなかった。その理由は品質面では金属が混ざりやすい環境であるこ

と、塗装や油汚れが NG であることが挙げられる。 

・樹脂のマテリアルリサイクルにチャレンジし、まずまずの物ができた

が自動車メーカーには受け入れられなかった。 

・再生品の水平リサイクルは、品質の面で困難。自動車由来の PP は紫

外線により劣化しているのでそのままでは使えず、家電由来やプラス

チックやバージン材とカスケードリサイクルする必要がある。 

・通い箱、パレット、擬木等、外観をあまり気にしないものへのリサイ

クルはできるが、水平リサイクルは困難。 

・貼り合わせたものや、解体しにくいものはリサイクルしにくい。 

・動脈側に対する法律、例えば○％以上は再生品が義務付けられるとい

う形で変わっていかないと難しい。 

・RPF に回す樹脂をマテリアルリサイクルすると会社同士の付き合いも

あり、変更しづらい。 

RPF ・バッテリーの樹脂は、グラスファイバーの混入量が多い。残渣も多く、

RＰF に使いにくい。 

・RＰF は石炭代替燃料として使われている。製紙会社から、もっと欲し

いという要望があるが対応できていない。 

・塩素は、炉を傷めるので、RPF に入れない。 

・焼成工程では、石炭の代わりに木くず、廃プラを増やしている。 

・塩素のない廃プラが欲しい。濃度の低いものや木くずは購入している。 

その他 ・ハーネスの端子部分のプラスチック（ABS、ポリプロピレンその他）

は、事前に銅線から分別したものを仕入れている。ヒューズボックス

の端子のプラスチックとともに、プラスチックのリサイクル業者へ販

売している。 

・ワイヤーハーネスの破砕後の被膜屑は廃棄物処理（埋め立て）となる。 
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重金属・鉛を含んでいるため、セメント原料には使用できず、管理型

埋立となる。 

・分別ができれば各々リサイクルできる可能性が高いが比重が同じであ

るため分けられない。 

・自動車リサイクルの特徴として埋立処分されるものは土砂・ガラス、

ゴムが比較的多い。 

鉛バッテリー ・自動車用鉛バッテリーは組成が安定しており、バッテリーに使用され

る鉛は精錬により水平リサイクルされている。 

・バッテリーの筐体は PP なのですべて再資源化している。しかし、バ

ッテリーの筐体は液面が見えるように透明性が求められるので、現状

では水平リサイクルされず、パレット等へマテリアルリサイクルされ

ている。 

・電極は、腐食するデメリットはあるが、解体性向上のため溶接ではな

くボルト締結にしてほしい。また、セル、パック、モジュールといっ

た仕様も統一してほしい。 

・鉛バッテリーは業界が小さく、業界団体がない。業界団体があれば、

情報交流や協力による発展が望める。 

リチウムイオ

ン バ ッ テ リ

ー、ニッケル

水素バッテリ

ー 

・リビルド（定置用、一部車にも）、レアメタル回収（素材回収）を主と

しており、カスケード利用が中心となっている。 

・金属の躯体の中で、鉄は素材リサイクル、焼却後の残渣からリチウム、

ニッケル、コバルトを抽出して精錬業者へ売却している。 

・運搬中、保管中に火災が発生するなど安全性についての課題もあるが、

価値が上がっており、資源確保に対するニーズは高いので、しっかり

と国内で技術とビジネス両方の確立を図る必要がある。 

・プリウスのニッケル電池は扱いが難しいが、車ごとあるいは部品取り

として、月 200 台ほど出て行っている。（モンゴル、スリランカ等） 

触媒、貴金属 ・全国から使用済触媒を買い取り、鉄カバーを剥ぎ取りして粉砕。（鉄の

ガラは製錬メーカーに運ばれ、鉄資源として利用。）破砕後は製錬メー

カーにて高純度化し合金化。（不純物であるセラミックは埋立）その後、

精製・触媒メーカーにて、白金貴金属精製分離を行い、プラチナ・コ

バルト・パラジウム等を回収。水平リサイクルされている。 

・触媒はメーカーや車種によっていろいろで（200 種類以上）、分析して

含有量を把握して値付けをする必要がある。 

触媒のリサイクル率を上げるようメーカーから要望がある。若干供給不

足の状況でもある。 

・プラグに塗布されているイリジウムは 1t/年 マッチ棒の先くらいの
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量しかないので、リサイクルするのは難しい。 

その他部材 ・モーターコアは手選別している。 

・重機では取り切れないシートの内部に入っているモーターなどは人手

で取る 

・エアバッグの繊維はウェスメーカーへ、皮のシートは埋立処分場で処

理されている。 

・キューブになる前の段階で、以下が取り外される。足回り・ハーネス・

フロンガス・エアバッグ・発煙筒・ごみ・エンジン・パーツ（ドア・ミ

ラー・バンパー）。パーツは売れにくくなったため最近はあまり外され

なくなった。鉄より高い材料は取り除かれていると考えればよい。 

・タイヤはチップ化する製紙会社のボイラー燃料用。タイヤの中のワイ

ヤーがチップからはみ出ていると良くない。 

・モーターの永久磁石にレアメタル（ネオジム、ジスプロシウム）が使

用されているが、磁石自体を外すのがひと手間かかる。 

・モーターの金属の組成もメーカーごとにばらばらである。 

・部品取りにおいて、最も高価なものがエンジン。 

・自動車の CFRP（エアロパーツがほとんど）も引き受けているが、特

定のガラス１種類が入っている CFRP しかリサイクルできていない。

それ以外はセメント焼成（マテリアル、サーマルリサイクル）もしく

は最終処分場で処理されている。 

破砕処理 ・破砕処理を行うと様々な素材が混ざってしまうため高品位のリサイク

ルが難しくなる。 

・混ぜ物があっても売れなくはない。現状の破砕処理でも（素材が混合

状態であっても）マテリアル・サーマルの需要はあり、受け入れ条件

の範囲内にブレンド調整すれば、販売可能である（カスケードで別の

資源循環の輪に入る）。 

埋立 ・ASR はセメント会社に回っている可能性が高く、埋立処分はほとんど

ない。 

・樹脂やゴム特にタイヤは、セメント業者が石炭代替燃料としてサーマ

ルリサイクルしており埋立処分されていない。 

・セメント業者がリサイクルできないものが埋め立て処分される。 

ビジネスモデ

ル 

・仕入は周辺企業から、納入も周辺企業が主 

・地域ごとに小規模工場が多数あれば運賃費を低減できる。（認定制度も

必要か？）効率アップにつながる。 

・部品、素材の共通化も必要である。 

・産廃事業は製造業ではないので工業団地には立地不可能であるため、
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まとまった規模の用地確保に苦労している。 

・トレーサビリティを確保し、資源の循環利用を管理するためには、サ

ーキュラーエコノミーの構成企業が共有するデータベースの構築が不

可欠 

部品販売 ・EC サイトで部品販売を行っている。 

・エンジンはリユース販売もしくは溶解用、溶解はアルミインゴッドへ。

リユース品の単価はマテリアルリサイクル品よりも単価が圧倒的に高

くできる。 

・部品の販売価格は毎日変動するため、その値動きによって解体する部

品を決めている。 

・軽のバンパーは、国内限定で値段もそこそこつくが、品質基準が厳し

い。 

規制・制度 ・自動車リサイクル法の枠組みの中で適切な処理を行わなければならな

い（枠組みに外れるような特殊なリサイクル工法は行うことができな

い） 

・自動車リサイクル法は、廃棄物処分場のひっ迫を解決するための有用

な制度であったが、サーキュラーエコノミーの観点（エネルギーをか

けない、製品の⾧寿命化等）からみると、必ずしもそうではない。 

・バージン材と再生材が同じ値段であったらメーカーはバージン材を買

う。再生材を必ず使用しなければならない法律があれば良い。ただし、

そうなると再生材自体が足りなくなる。 

国外流出 ・自動車登録台数が 500 万台から 280 万台に減っており、資源の取り合

いになっている。円安もあり廃車ごと海外へ輸出されているものも多

いようである。 

・自動車中古部品の輸出先は、ロシア、ニュージーランド、UAE が主な

行き先である。 

・海外の業者が無許可で自動車・家電の廃棄物処理を行っている。一定

の資源が流れてしまっているので、取り締まりをお願いしたい。 

その他 ・ハイブリッド車は、15 年程の寿命で海外に人気が高く、まだ廃車とし

て入ってこない。 

・EV 車は総じて、内燃機関がないこともあり、エンジン車に比べて素材

価格としては安くなってしまう。 

その他素材についてのヒアリングのまとめ 

上記の表のように、鉄、非鉄金属、触媒等の貴金属、鉛バッテリー以外のその他の素材に

ついてはマテリアルリサイクル自体が進んでいないことが明らかとなった。また、ビジネス

モデルは、部品単位での販売は単価が素材単位での販売よりも高くなる傾向にあるため、静
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を解体業者へ回す仕組みが必要ではないか。 

・再生樹脂の確保のためには、高度樹脂選別ができる業者が増えること

が必要である。また自動車業界から回収した廃プラスチックだけでは

足りないので家電や一般ごみから再生樹脂を作ることも検討する必要

がある。 

・今後、需要家はある程度低品質の再生材を使いこなす必要がある。 

・自動車向けの再生プラスチックを製造できるのはせいぜい５～10 社程

度であると思われるので、国内の再生樹脂業者を育てる必要がある。 

・動脈静脈で再生材の取引（マッチング）をする場があるとよい。 

・再生樹脂確保のために、化学メーカーに働きかけをしている自動車メ

ーカーや、また化学メーカー側も囲い込みを行っている動きがある。 

・欧州のバッテリー規則の対応については、業界としての対応方法はあ

まり思いつかない。バッテリーのリサイクル施設の整備についても自

動車業界が何かを言う立場にないと認識している。 

・AI を活用した選別技術の高度化に取り組んでいる。まずは資源価値と

流通量の観点から事業化しやすいアルミニウムを対象として、画像認

識技術を活用した選別方法を研究している。取り組む研究内容として

はメーカーや業界の意見を取り入れながら自動車リサイクル料金の低

減に資するものを選択している。 

・過去の研究内容を生かして ASR からの樹脂、ガラスの広域回収・高度

処理は、事業化を目指している。 

・超小型バッテリーのリサイクル・資源確保について、業界としてシス

テム面や許認可等の回収ルート確保の整備を進めている。 

自動車産業に関するヒアリングのまとめ 

現在は自動車リサイクル法および全部再資源化制度に沿って、廃棄自動車はリサイクル

されている。しかし資源循環を主眼とした制度ではないため、現行の制度に沿った処理のま

までは、水平リサイクルはおろか欧州の ELV 規則案やバッテリー規則への対応にも大きな

課題があることがヒアリングから明らかになった。 

課題への対応方法として、プレス・破砕前の資源回収量拡大のために解体業者へインセン

ティブを付ける制度改革や、個別の選別技術の高度化といった静脈側への働きかけを挙げ

る声もあったが、根本的な課題解決方法として、ある程度品質の低い再生材を使いこなす技

術の必要性や解体性向上のための設計など、動脈側での取組みが必要という指摘が自動車

業界自身からもあがった。 
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CO2 発生量 ・今後、CN 推進の流れから再生材が新塊より高価になる可能性がある。

CO2 発生量を評価基準にすることも重要である。 

アルミニウムに関するヒアリングのまとめ 

アルミニウム合金や加工品を製造するメーカーに対するヒアリングから、自動車に使用

するアルミニウム部品の水平リサイクルのためには、回収システムやアルミニウム合金の

選別技術の確立といった静脈側の課題だけではなく、合金の種類を減らすことや現状の品

質基準がバージン材の使用を前提としているといった動脈側自身の課題にも言及があった。 

 

4．課題整理 

１.および２.で実施した動脈産業及び静脈産業へのヒアリングの結果をもとに、資源循環

の実現に向けて踏まえるべき具体的な課題を整理した。 

自動車の解体・再資源化を行っている静脈企業へのヒアリングでは、使用済み自動車の部

品や素材のほとんどが他分野用途やカスケードリサイクルとなっており、自動車部品製造

に再利用している資源は限定的である現状が明らかとなった。素材を自動車分野に戻せて

いない大きな要因として、バージン材料との競争力が障壁となっており、特にコストに関す

る課題を指摘する声が多かったが、資源循環を実現する上での課題として明確化するため、

回収されている資源、精度、選別技術の有無、販売先、用途などの現状をふまえ、再生材の

コストを押し上げている要因を深掘りして整理する必要がある。 

静脈産業における処理方法と再資源化の流れは、使用済み自動車を「解体」し部品や資源

を「回収」して販売するケースと、解体後の自動車プレスを「破砕」し資源を「選別」して

販売するケースに大別され、それぞれ課題も異なることから、これら二つの手法に分けて課

題を抽出、整理した。 

 

⑴自動車の解体・再資源化の実態整理（フロー図の作成） 

静脈産業における処理の実態を整理するため、静脈ヒアリングで把握した内容をもとに、

解体・再資源化の流れ①解体回収型、②破砕選別型に分けて、それぞれの手法をフロー図（図

5, 6）として可視化した。 

フロー図では、回収されている部材・素材毎に処理の流れを図示した上で、最終的な用途

を色別に整理した。なお①解体回収型では、解体工程で主に回収される部材・資源に着目し、

プレス後の流れについては省略している（全部再資源化処理については最下段に整理）。②

破砕選別型では、解体工程で主な部材・素材が回収された後、自動車プレスから破砕処理し

選別回収される資源に着目して整理した。 
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図 5 廃棄自動車リサイクルフロー（解体回収型） 
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図 6 廃棄自動車リサイクルフロー（破砕選別型） 
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⑵手法による特徴・課題 

①「解体回収」型の特徴・課題 

 使用済み自動車の解体工程では、再利用や再生資源の需要がある部品を破砕前に回収

し、中古部品として再利用されるほか、破砕後に選別回収される資源と比べ、異素材の混

入が少ない比較的良質な資源としてマテリアルリサイクルされるものも多い。中には水平

リサイクルできている資源もあるが、マテリアルリサイクルの殆どがダウングレード利用

を余儀なくされており、さらに一部は焼却や埋立てにより最終処分せざるを得ない状況と

なっている。 

破砕前の解体工程で回収する部品や素材の範囲は、売り先の影響（要求スペック、市況

等）によって左右され、静脈側主導で管理することは難しく、現状では要求スペックが明

確でビジネスベースで売り先が確保できる資源（主に貴金属や銅など）の回収に留まって

いる。このため、技術的には良質な資源として回収可能な部品・素材であっても、経済性

の観点から解体工程では回収されず、自動車プレスとしてまとめて破砕工程に流されるも

のも多い。 

金属については、特に鉄やアルミなどは合金の種類が多く、回収されたとしても種類毎

の選別が難しくダウングレードせざるを得ないことや、モーターやハーネスなど現在の選

別技術では効率よく完全に素材毎に選別できない部品があり、静脈産業側の取り組みのみ

では水平リサイクルは難しい。 

 

以下に、主な部品や素材毎の現状を掲げる。 

 

【アルミ】 

・エンジン（アルミダイキャスト）は、水平リサイクルできている（取り出してアルミ

インゴットとなり、再びエンジン材料へ）。 

・アルミ展伸材は、種類が多く展伸材へ戻すことが困難なため、マテリアルリサイク

ル（アルミ鋳物やダイキャスト用の材料へ）。 

 

【銅】 

・資源価値が高い（値段が高い）ことに加え鉄のトランプエレメントであり、鉄スク

ラップを電炉に投入する際に取り除く必要があることから、解体時に取り外しマテ

リアルリサイクル。 

・銅線の水平リサイクルには銅品位 99.99％が求められるが、被覆やアルミハーネス

による微量のアルミの混入、結束バンドの粘着剤などの影響から要求を満たせず、

精錬メーカーへ納め、精錬を経て水平リサイクルされる。 
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・モーターなど細かい部品からの銅の取り出しは専門業者へ任せている。一部海外へ

流れている可能性もある。 

 

【貴金属】 

・触媒（白金など）は解体し水平リサイクルへ。その他の貴金属（金、銀など）は砕

いた基板等を専門の業者へ販売。   

 

【樹脂】 

・部品ごとに材料表示はされているが取り外す手間と売り先があるかといった問題、

コストが合うか（選別のみならず、軽いため輸送コストも問題）といった問題で、

過去に数回試験的に解体して納品したことはあるが現状はプレスへ回している。 

・例えばバンパーには付属品やシールなどの異物があり、純粋に PP の回収を求めら

れても取り組みにくい部品（製造方法の問題もあり）になっている。 

・樹脂は添加剤も種類が多く、メーカーごとに異なるため再生材料として使用する場

合の課題も多い（製造方法の問題もある）。   

 

【バッテリー】 

・解体時に取り外すことが義務付けられているが、扱いが難しい上に安全のため熱処

理・焼却が一般的である。 

・Ni-H バッテリーは過去に水平リサイクルを実現したが、現在はリユース優先で取

り組んでおり、リユースできないものはステンレス原料としてマテリアルリサイク

ルへ。ただし、メーカーや車種によりバッテリー形状が異なるのはリユースの課題

である。 

・Li イオンバッテリーは安全上、熱処理・焼却するが、工業会で焼却後のブラックマ

スから資源を取り出す研究が始まっている。     

   

【モーター】 

・銅が含まれるため、基本的には解体時に取り外す。 

・小型のモーターも増え、銅の使用量も個々には少ないため、銅線やコアの分離は解

体業者では難しく、専門の業者へ販売。一部海外へ流れている可能性もある。 

・磁石は水平リサイクルの可能性はあるが扱いも難しく現状は専門業者へ任せてい

る。 

 

②「破砕選別」型の特徴・課題 

解体工程で部品として取り出すことが構造上困難なものや、取り出すには手間がかかり
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すぎる細かな部品は、破砕処理後に素材として選別回収することで効率良く大量に処理で

きる利点がある。一方で、多種多様な部素材が混ざってプレスされた状態からまとめて破

砕されるため異物の混入は避けられず、選別処理にコストがかかるほか、純度１００％ま

で素材を選別することは技術的に不可能である（鉄、アルミ、銅、樹脂など）。 

高度な選別技術を持つ破砕事業者は、多様な選別技術（磁力、風力、湿式比重、渦電

流、光学(色)）を駆使し、最終的には一部人手による選別を行い、純度の高い選別を追求

している。ただし、現状では、比重の近い樹脂は分けられないほか、組成の異なる合金

（鉄、アルミ、銅）を選別する技術は確立されていないため、水平リサイクルは難しく、

殆どがダウングレード利用となっている。 

また、シュレッダーダスト（ASR）からも資源を選別・回収しているが、ダウングレー

ドやサーマリルリカバリーが殆どであった。さらに、ガラスやダストなど、活用先がなく

焼却や埋立てにより最終処分せざるを得ないものも一定程度残っていた。 

 

以下に、主な素材毎の現状を掲げる。 

 

【鉄】 

・鉄は種類が多く、トランプエレメントの影響も受けるため、異形棒鋼等の用途へマ

テリアルリサイクルするものが多い。 

・特定の成分（Mn、Cr など）が高い鉄だけを選別できれば製鋼メーカーでの用途が

あるが、現状混ざってしまうためダウングレードされている。 

・ステンレスも磁力選別できるものとできないものがある。 

 

【アルミ】 

・アルミ展伸材は、種類が多く展伸材へ戻すことが困難なため、二次合金としてマテ

リアルリサイクル（アルミ鋳物やダイキャスト用の材料へ）。 

・アルミは基本的に合金であり、含有元素を取り除くことは鉄よりも困難なため、種

類ごとに選別できない以上は鋳物材料等へダウングレードするしかない。 

 

【銅】 

・微量でも回収できた銅は専門業者へ販売され、マテリアルリサイクルへ。 

    

【樹脂】 

・樹脂は種類が多くマテリアルリサイクルするための課題が多く、また製紙メーカー

など燃料としての需要もあるため基本的にはサーマルリカバリーが主流。 

・一部で ASR から取り出した樹脂を選別（主に PP）する取組が始まっているが、PP

の種類（添加剤、顔料等）が多く、また紫外線による樹脂の劣化もあり回収した PP
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の品質が自動車部品に求められる品質より低くなるため、改質や用途開発、家電由

来の PP との混合など試行錯誤している段階であった。選別は比重で行っており、

比重の近い樹脂は選別できない状況。 

・ELV 由来の樹脂としての再生材料の要求品質・スペックが不明確なため、静脈側主

導でのアプローチは非常に困難と思われる。 
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5．国内外動向の把握 

国内外の企業、政策実施機関、および関係団体のサーキュラーエコノミーに関する動向に

ついて調査を行った。なお、本項については別冊に記載する。 

 

調査項目 

【EU における立法】 

(1)欧州委員会「エコデザイン規則案」（ESPR 及び DPP） 

(2)欧州委員会「重要原材料法案」（CRM 法案） 

(3)欧州委員会「自動車設計・廃車（End-of-Life Vehicles：ELV）管理での持続可能性要

件に関する規則案」（ELV 規則案） 

(4)EU バッテリー規則 

(5)企業の動向 

(6)中国・アメリカ 

(7)経済産業省 産業構造審議会 資源循環経済小委員会 

(8)サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ（通称：CPs）及び情報流

通プラットフォーム 

 

 調査内容 

表 9 調査内容と EU における立法の対応表 
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6．啓発イベントの開催 

サーキュラーエコノミーに関する取り組みへの機運醸成のため、欧州規則や我が国の産

官学パートナーシップ形成等の動向など、資源循環に関する最新の国内外動向を紹介する

セミナーを開催した。 

 

表 10 開催概要 

タイトル 「サーキュラーエコノミーセミナー～国内外動向の最前線～」 

日時 2024 年 2 月 19 日（月）13:15～16:00 

参加対象 サーキュラーエコノミーへの移行に関心のある地域企業、関係団体等 

開催形態 対面：ウインクあいち（愛知県産業労働センター）10F 会議室 1001 

オンライン：Microsoft Teams 

参加費 無料（Web フォームより事前申し込み） 

定員 

（募集時） 

会場先着 100 名、オンライン 100 名 

 

表 11 プログラム 

12:45 受付開始 

13:15 開会挨拶 中部経済産業局資源エネルギー環境部⾧ 伊藤 周広氏 

13:20 基調講演「サーキュラーエコノミーの加速に向けて」 

経済産業省 産業技術環境局 資源循環経済課 課⾧補佐（総括） 吉川 泰

弘 氏 

14:05 講演「EU のサーキュラーエコノミーにおける 2 つの新たなる潮流～リソ

ーシング目標と持続可能な製品政策の実現～」 

公益財団法人 日本生産性本部エコ･マネジメント･センター⾧ 喜多川 

和典 氏 

15:05 休憩 

15:15 講演「サーキュラーエコノミーにおけるプラスチックリサイクルの役割」 

早稲田大学 ナノ･ライフ創新研究機構 上級研究員（研究院教授） 加茂 

徹 氏 

16:00 閉会 
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参考：募集案内チラシ 

〈表〉 

 
図 7 募集案内チラシ〈オモテ〉 
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〈裏〉 

 

図 8 募集案内チラシ〈ウラ〉 
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当日の参加者数 

来場者：46 名 

オンライン：329 名 

 

会場の様子 

 

 

 
図 9 会場の様子 
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【開催後アンケート結果】 

実施日：令和 6 年度 2 月 19 日（月） 

回答数：91 名 

表 12 開催後アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5．今回のセミナーへのご感想などがあればご自由にお書きください。（任意） 

【主な内容のみ抜粋】 

・CF.CFRP 廃材、老化材のケミカルリサイクルの推進に取組んでいますが、どこの

企業も使用する事で、CO2 排出が削減出来るのかを最も気にします。ケミカルリサ

イクル推進の為に換算係数をゼロにならないでしょうか？ 

・加茂先生のおっしゃっていたように、環境に配慮した商品が優先的に買われる社会

になるべきと思いますが、まだまだその意識が浸透していないと思います。社会意

識の変容が必要だと感じます。 

・加茂先生の講義内でありました「ファーストペンギン」精神で、弊社におきまして
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も、パートナーシップによるイノベーション（新結合）からの“新しい経済モデル”

創造に貢献できるよう、変化に臆することなく勇気をもって取り組んで参りたく存

じます。 

・欧州におけるサーキュラーエコノミー政策の全体像がよく理解できた。 

・プラスチックリサイクルについて燃料の製造はリカバリーであってリサイクルでは

無いと理解が深まりました。 

・加茂先生のお話は非常に興味深いものでした。もう少し時間があっても良かったの

ではと思います。国の施策も進んでいることを実感いたしました。 

・全体的な話ではあったが、日本としての国の方向性、欧州の状況、プラのリサイク

ルと、バランス良く、まとまった情報で非常に参考になった。 

 

 

7．対応策（仮説）整理 

動静脈産業や有識者、関係団体へのヒアリングや文献調査により把握した現在の処理実

態や課題をふまえると、サーキュラーエコノミーへの移行を加速し、資源循環を実現するた

めには、動脈、静脈それぞれの取り組みの延⾧で考えるだけでは不十分である。例えば、現

状では、自動車製造における材料規格や品質保証はバージン材料の使用が前提となってお

り、ある資源（材料）を循環させ同様の製品・部品に利用しようとしても、バージン材料と

同じスペック（精練や成分調整後のスペック）の決め方で再生材を静脈産業から納入させる

ことは困難である。また、軽量化等 CO2 削減効果の評価に重点が置かれ、水平リサイクル

容易性の材料評価の観点が弱いことなどを背景として、選別しにくい材料の同時利用や、異

なる材料と分離解体しにくい製造方法が採られれば、選別回収にかかる技術的なハードル

も上がり、再生資源のコストを押し上げ、その品質にも大きな影響が出ると考えられる。他

方、中小・小規模事業者が多くを占める静脈産業においては、個社単位で高度な品質要求や

技術開発、品質保証体制の構築等に対応することは難しく、また現場課題の解決に向けて静

脈側主導により動脈側へ働きかけることはハードルが高いと考えられる。 

このため、こうした現状とのギャップを埋め、理想的な資源循環を達成するための方向性

として、動脈、静脈双方に求められる目指すべき資源循環の姿を仮説（課題解決の糸口）と

して設定し、まずは静脈目線での課題の解決方法（案）を整理した。 

課題は主に、①材料視点（製造時の材料選択）、②製造方法視点、③その他（再生資源活

用にあたっての課題）、の３つに柱立てして整理した。 
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⑴動脈、静脈双方に求められる目指すべき資源循環の姿（仮説） 

サーキュラーエコノミーへの移行を見据えて 

   ① 動脈側では「CE 時代のものづくり（調達・製造）」を強く意識し、 

    ② 静脈側では「単に捌くのではなく戻す」ことを推進する。 

 

具体的には、以下を強く意識して取り組む必要がある。 

 ①動脈側 

      ・バージン材よりも再生材を優先的に調達、廃棄・焼却前提の部材の不使用 

      ・解体・回収が容易な設計・製造 

      ・回収の容易な素材利用・配合・組み合わせ 

  ②静脈側 

      ・焼却・埋立てを極力排除 

      ・ダウンサイクルに頼らない出口の追求 

      ・トレーサビリティの確保  

 

⑵静脈目線での課題の解決方法（案） 

 ①材料視点（製造時の材料選択） 

    ・焼却・廃棄前提の材料を使わない 

     ・水平リサイクルの可能性と質を向上するため、材料の種類を減らす（アルミ、鉄） 

     ・水平リサイクルの妨げとなる（選別できない）材料を使わない（比重の近い樹脂） 

     ・樹脂や添加剤の種類を減らす 

 

 ②製造方法視点 

    ・アルミハーネスと銅ハーネスを結束しない 

    ・解体時に種類の異なる鉄やアルミが混ざらない設計 

    ・異なる材料の接合方法の見直し（接着剤、シール、異なる材料のリベットなど） 

 

  ③その他（再生資源活用に当たっての課題） 

    ・再生資源の材料に要求するスペックの明確化、標準化（特に樹脂） 

    ・純度１００％でなくてもものづくりできる技術の確立（使いこなし技術） 

    ・バッテリーリユースに向けた規格統一 

    ・再生資源活用に当たってのトレーサビリティや動静脈での組成情報共有 
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8．動脈産業・静脈産業のキーパーソンとの検討会開催 

資源循環の実現に向けて具体策を検討するにあたっては、分野別に検討する手法と、分野

横断的に資源・材料で整理し検討する手法の二つが考えられる。本事業では、分野（自動車）

で整理し検討することとし、分野横断的に、主な資源（樹脂）の検討課題について論点整理

を行った。 

 

⑴検討会（自動車分野）の概要 

分野別（自動車）で整理した課題検討として、４．課題整理で作成したフロー図と、７．

対応策（仮説）で作成した静脈目線での課題の解決方法（案）をもとに、自動車メーカーの

実務責任者と意見交換を行った。 

当初、静脈企業も交えて議論をする想定であったが、機微な内容も議論に含まれるため、

静脈企業の意見をとりまとめて代表する形で中部経済産業局と自動車メーカーの２者で議

論する方法をとった。 

①実施日 

 2024 年 2 月 15 日（木曜日） 

②メンバー 

 自動車メーカー； 実務責任者（CE 推進、調達、プラント技術） 

 中部経済産業局； 資源エネルギー環境部⾧、環境・資源循環経済課⾧ 

③内容 

  ・CE 移行に向けた基本的方向性 

  ・静脈目線での資源循環の課題解決方法（案） 

  ・自動車メーカーの取組状況 

  ・以上を踏まえた取組の進め方（既に着手、技術開発が必要、業界での調整が必要、そ

の他に課題を分類分け） 

④意見交換概要 

  ・基本的な方向性は双方理解。 

  ・メーカー側では、２０５０カーボンニュートラルの実現、再生資源の活用に取り組ん

でいる。欧州 ELV 指令の動きも注視し、品質（安全性含む）・機能・コストを重視し

ながら CN と樹脂等の再生資源活用を進めていく。資源循環の視点だけで取組は進

めづらい。 

  ・これまでも材料種類の削減・統一など取り組んできている。 

  ・材料を変更するのはハードルが高く時間もかかるため、検討は必要だがまずは良質な

再生材料を選別・回収できる技術の確立に重点的に取り組む。 

  ・静脈目線での課題解決方法を着手、技術開発が必要、業界での調整が必要、その他に
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課題を分類分けすることを依頼。併せて、動脈目線で取り組んでいることも加えて

中・⾧期を見据えた取組について次年度以降も意見交換を継続する。 

 

⑵資源・材料の課題検討に向けた論点整理（樹脂） 

分野横断的な資源・材料の課題検討として、一般社団法人サステナブル経営推進機構の知

見を得て、３テーマ（金属、樹脂、繊維）を検討候補として設定した。このうち、近年の経

済成⾧、社会の高度化に伴い急速に幅広い分野で利用が拡大している「樹脂」について検討

会開催に向けた論点整理を実施した。 

① 主な資源・材料のテーマ概要 

金属：カーボンニュートラル達成に向けた軽量化・電動化の流れの中で戦略的資源と

しての重要性が高まる中、国際情勢の影響を受けやすく、経済安全保障の観点

からも資源循環の重要性が高まっている。 

樹脂：化石燃料の枯渇、GHG 排出量といった気候変動問題のみならず、海洋プラチ

ック問題など環境汚染が深刻化し、欧州を中心に再生材使用規制が強化される

など、地球規模の環境制約への対応に加え、グローバル市場における競争力確

保の観点でも資源循環の取り組みが喫緊の課題となっている。 

繊維：ファストファッションを代表として過剰生産、過剰在庫、過剰廃棄による大き

な環境負荷が問題となっており、適量生産・適量消費、過剰廃棄防止など繊維

産業における資源循環システム構築に向けた議論が進展している。  

② 論点整理（樹脂）                               

樹脂について検討するにあたっては、バリューチェーン上の各主体間で課題を共

有し、議論を進めることが重要である。 

検討会メンバー案： 

ブランドオーナー、製品メーカー、原料メーカー、再生材事業者、資源回収業

者、支援援機関、行政  

検討内容： 

・再生樹脂活用の新しいビジネスモデル 

・樹脂の循環利用を前提としたものづくり体制の構築 

・市場ニーズに応える製品づくり、再生樹脂の要求スペック明確化 

・製品の要求スペックを満たす性能の材料技術（コンパウンド）、品質管理 

・再生原料の製造技術（マテリアルリサイクル） 

・再生樹脂の規格化 

・再生資源の分別・回収の仕組み、選別技術 

・再生樹脂の付加価値向上に資する認証の仕組み 

・上記にかかるバリューチェーン上の各主体の役割分担、情報連携体制 
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・アクションプラン 

 

上記バリューチェーン上の各主体間において、資源循環における障壁や課題、対応策を共

有することにより、理想的な資源循環の実現に向けた各主体の役割、アクションプランを明

確化し、水平リサイクルの実証等を通じ、再生樹脂の付加価値向上、再生材活用の新しいビ

ジネスモデルの具体的な取り組みが進展することが期待される。 

9．まとめ 

検討会の結果、自動車メーカーが CE 実現に向け様々な取組を進めており、近い将来、CN

や品質・機能・コストの目標を同時に達成する再生材料の利用が増加する期待が高まった。 

一方で、2030 年，2050 年といった中期・⾧期的視野で CE 実現を考えると、自動車メー

カー個社での取組みや静脈側の技術力向上に頼るのみでは根本的な解決につながらないと

考えられる多くの項目があることも事実である。 

リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーに移行するということは、ものづくりそ

のものの考え方を大きく変えることが求められる。例えば単に「再生材料の利用量を増や

す」、という発想は技術、コストをはじめとするリニアエコノミーの課題に直面するが、自

動車を製造する際に「この材料は再び自動車部品に使う」という発想で再利用しやすい材料

を採用し、解体・選別・回収しやすい設計・製造方法を採用することで循環配慮設計の実装

と資源の循環にかかる課題も大きくクリアする可能性を秘めている。 

本調査では、現状からサーキュラーエコノミー移行に向けて変革を検討する「フォアキャ

スト」で進めるべき内容と、2035 年～2050 年を想定した「CE 時代のものづくり」から「バ

ックキャスト」によって動静脈双方で課題を共有し、中・⾧期的目標で取り組む内容を整理

したアクションプランを作成した（次頁, 図 10）。  

動静脈連携のポイントとしては、個社でのアプローチや、動脈側・静脈側それぞれの対応

に委ねるのみでは不十分であり、特に、中小・小規模事業者含めより実効性のある取り組み

を促すため、動脈、静脈それぞれが主導して取り組める内容と、双方で共通の課題認識・目

標をもって取り組みを進めないと実現しない内容を整理して進める必要がある。 

特に後者の場合は、静脈側は資源を「戻す」ために何ができて何が困難か明確にし、動脈

側はそれを「資源をもう一度製品に使う」ために必要な意見として聞き入れ、設計、材料選

択、解体・選別、再利用までトータルでの品質保証やコスト低減について検討を行うことが

効果的である。 

今後はアクションプランをもとに、自動車メーカー個社の主導では実現が難しい項目を

中心に、動静脈双方で課題を共有すること、そのための個別の課題の抽出と解決に向けた役

割分担（リスク・コスト・品質保証等）、技術開発、統一規格や制度整備について深掘りし

ていくことが重要である。 
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図 10 動静脈連携のアクションプラン
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1. 国内外動向調査 

【EU における立法】 

EU における法律は下記のように主に 2 種類に大別される。 

 

規則（Regulation）：その全体において拘束力を有し，加盟国の国内法として制定し直されることなく，全て

の加盟国で直接適用される。 

指令（Directive）：「達成されるべき結果」のみについて，当該指令が命じられた加盟国を拘束し，結果を達

成するための形式・方法については，加盟国当局に選択が委ねられている。すなわち，

指令は加盟国の国内法により置き換えられることによってはじめて一般的な効力を持つ

ことになる1。 

 

上記のような法律の EU における立法プロセスは、次の図2のように欧州委員会が提出した法案を、EU 理

事会（閣僚理事会）と欧州議会が共同で採択する。 

 
 

EU は結果として「ブリュッセル効果3」を活用しており、以降に示す ELV 規則案やバッテリー規則におい

ても、その効果は我が国やその他の地域においても影響を受けると推測される。 

  

 
1 公正取引員会, https://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/alphabetic/e/eu.html 
2 EEAS（駐日欧州連合代表部）, https://www.eeas.europa.eu/japan/eutoha_ja?s=169#9889, https://www.eu.emb-

japan.go.jp/files/100145973.pdf 

欧州議会プレスリリース, Redistribution of seats in the European Parliament after Brexit, https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-

room/20200130IPR71407/redistribution-of-seats-in-the-european-parliament-after-brexit を参考に作成 
3 EU は、国際機関を利用したり他国の協力を求めたりすることなく、先進国市場と発展途上国市場の法的枠組みに定着するような規制を公布

する強力かつ増大する能力を有しており、グローバルな商取引の重要な側面の多くに顕著な「欧州化」をもたらしている。この EU による

一方的な規制のグローバル化をブリュッセル効果と呼ぶ。「ブリュッセル効果」は EU の各機関がブリュッセルに集結していることに由来す

る。Anu Bradford, THE BRUSSELS EFFECT, Social Science Research Network 
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(1)欧州委員会「エコデザイン規則案」（ESPR 及び DPP）4 

欧州委員会は 2015 年、循環経済への移行に向けた施策をパッケージ化した「第一次循環経済行動計画」

を発表した。同計画は、生産と消費から廃棄物管理、二次原材料市場までのライフサイクル全体をカバー

する内容であり、関連法令の見直しや個別の取組が実施された。さらに 2020 年、同委員会は「第二次循環

経済行動計画」を発表し、第一次計画の成果を踏まえた欧州の産業競争力向上との両立、消費者のエンパ

ワーメント、環境保護推進を目的として施策強化を打ち出した5。 

こうした中、2022 年 3 月 30 日に同委員会は持続可能な製品のエコデザイン要件に関する規制「エコデ

ザイン規則案」を提出した。従来のエコデザインフレームワーク指令はエネルギー関連製品のみを対象と

していたが、同規則案は持続可能な製品政策に軸足を置いたものであり、特定の製品もしくは製品グルー

プに対するエコデザインの最小要件を規定する法律を実施するためのルールを確立するものである。  

提案されているエコデザイン規則には、主に次の要素が含まれる。また、国内市場に流通する全ての製 

品は、エコデザインの最低要件に準拠する必要がある。これは委任法で後に規定される。 

 

 
4 EC, Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL establishing a framework 

for setting ecodesign requirements for sustainable products and repealing Directive 2009/125/EC 
5 EU, https://circabc.europa.eu/ui/welcome 

JETRO, https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/03/5ba822c725506e14.html 

エコデザイン要件 

耐久性、信頼性、再利用性、アップグレード可能性、修理可能性、メンテナンスと改修の可能性、再製造

とリサイクルの可能性、資源の使用または資源効率、リサイクルされた内容、有害な化学物質の存在、

環境への影響、及び予想される廃棄物の発生を改善することを目指す。 

デジタル製品パスポート（DPP） 

性能、トレーサビリティ、技術文書、有害化学物質、ユーザーマニュアルなどに関する情報が提供され

る。製品の修理やリサイクルが容易になり、追跡が容易になる。 

サプライチェーンに沿った懸念物質、売れ残った商品の廃棄 

企業には透明性要件が導入される。欧州委員会に、後の段階で、環境に重大な影響を与える特定の製品

群の破壊を禁止する権限が与えられる。 

市場監視に関するオンライン市場の義務 

市場監視当局には、エコデザイン要件に準拠していない製品を削除するようオンライン市場に命令する

権限が与えられる。 

グリーン公共調達 

欧州委員会には、義務的な技術仕様や選択基準を含む公共契約のエコデザイン要件を確立する委任法を

採択する権限が与えられる。 

持続可能な製品に対するインセンティブ 

加盟国は、持続可能な製品が十分に手頃な価格ではない場合、例えばエコ商品券やグリーン税制の導入

などにより、消費者が持続可能な選択をするためのインセンティブを提供することが認められる。  
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上記のうち「デジタル製品パスポート（DPP）」の適用範囲は食品、飼料、医療製品を除き、自動車部

品を含めた幅広い製品が対象となることは注視すべき点である。以下に同規則法案に具体的に規定される

DPP 製品パラメーター（案）を示す6。 

 

A) 耐久性、信頼性 

B) 修理、メンテナンスの容易性 

C) アップグレード、再使用、再製造、改修の容易性 

D) リサイクルの容易性、品質 

E) 再使用、アップグレード、修理、維持、改修、再製造、リサイクルに関わる技術的な障害を回避 

F) 使用する物質に関する特性 

G) 製品のライフサイクル全体に関わるエネルギー、水その他の資源の消費量 

H) リサイクル材の利用量 

I) 製品と容器包装の重量・体積、製品とパッケージの比率 

J) 中古部品の利用 

K) 適切な使用及び、必要な維持管理に要する消耗品の量・特性・利用可能性 

L) 環境フットプリント（製品のライフサイクル環境影響の定量化） 

M) カーボンフットプリント 

N) マイクロプラスチックの放出 

O) ライフスタイルにおける大気、水、土壌への汚染物質の排出 

P) 容器包装を含む廃棄物及び、プラスチック・有害廃棄物の排出とその再使用のし易さ 

Q) 製品使用条件 

 

また、ENVI（欧州議会 環境委員会）は、欧州委員会が最初の作業計画で、2024 年から 2027 年に以下の

製品を優先する必要があるという新たな規定を導入した。 

→鉄鋼、アルミニウム、繊維（特に衣類や履物）、家具（マットレス含む）、タイヤ、洗剤、塗料、潤滑油、

化学薬品、エネルギー関連製品、及び ICT 製品やその他の電子機器 

加えて、欧州委員会は、消費者が製品パスポートに含まれる情報を比較できるようにする公開オンライン

プラットフォームを設立する必要がある。さらに、エンドユーザーの健康、安全、権利にとって不可欠な

情報は、製品とともに物理的な形式で提供される必要がある。 

⑴ に関連する専門家ヒアリング結果 

リサイクル・静脈産業～ＥＵとの比較 

・静脈業界にデジタルプラットフォームが存在しても仲介業としてマネタイズすることが難しい。 

・廃棄物処理法において廃棄物処理業務の再委託・仲介が原則禁止されている等の理由から、デジタル的

エコシステム構築のネックとなっている。 

 

トランプエレメント・添加剤 

 
6 経済産業省, 成⾧志向型の資源自律経済戦略 

JETRO, https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/04/a08c5c6a05bd0c33.html 

公益財団法人日本生産性本部 エコ・マネジメント・センター⾧喜多川和典氏 講演資料に基づき作成 



別冊 

4 

 

・トレーサビリティは重要であるが、微量のトランプエレメントを追っていくのは難しい部分（コスト）

があるため、企業間での信頼（アライアンス等）のもと少しでもサーキュラーエコノミーのループを小

さいものにすると良い。 

・添加剤の必要性を改めて精査し、必要がなければ統合していく必要がある。 

 

分解性 

・使用後の部品や素材は外部刺激で分解できれば理想である。バイオ電気、電気パルスは金属の選択性が

あることにより分解が可能である。一方で素材部材ごとに分解方法をしっかり検討する必要あり。 

 

複数企業の参画と支援 

・日本国内でリサイクルプラントを整備すべきであるが個者ではリスクが大きすぎるため、例えばデジタ

ルプラットフォームが参画するチームの形成を検討することが必要である。 

 

サーキュラーエコノミーの市場形成 

・日本では、新車と中古車の 2 つの市場があり競争関係にあるが、ELV 規則案や DPP にどう対応してい

くかが課題となる。ISO の WG への参画体制の強化を含めルール策定に積極的に参画すべきである。 

 

サーキュラーエコノミー移行を見据えたものづくり 

・再生材に関する技術開発とともに、量を確保することが重要である。制度面での担保、インフラへの投

資、⾧期的ルール、政策的な支援、クリティカルマス7の拡大に向けた支援等が必要である。 

 
7 クリティカルマス（Critical Mass）とは、商品やサービスの普及が爆発的に跳ね上がる分岐点、もしくはその爆発的な普及に必要な市場普及

率 16％となる物質 
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害物質（カドミウム、六価クロム、鉛、水銀）の使用を制限している（一部除外の可能性あり）。

加盟国は、すべての使用済み自動車が廃棄物ヒエラルキーに従って保管・処理されることを保証

しなければならない。 

3R 型式認証指令（現行） 

EU 市場に投入される自動車は、再利用可能性、リサイクル可能性、回収可能性に関する自動車

の型式承認の対象となる。 

再使用性、リサイクル性、回収性に関する自動車の型式承認に関する指令 2005/64/EC（「3R 型

式承認指令」とも呼ばれる）は、新車の設計と再使用性、リサイクル性、回収性を関連付ける EU

の主要な法律である。その目的のひとつは、新車の型式承認手続きと ELV 指令に含まれる義務と

の一貫性を確保することである。加盟国及び自動車メーカーが、新型車が再利用性、リサイクル

性、回収可能性に関する EU 法の関連義務（新型車は、質量比で最低 85％の再利用及び／または

リサイクル、あるいは質量比で最低 95％の再利用及び／または回収が可能な構造であること）に

適合していることを証明する方法について、遵守すべき多くの義務を規定している。 

両指令は、自動車とバン（最大質量 3.5 トンの小型商用車）のみに適用される。その他の車両

（二輪車、三輪車、トラック、バス、トレーラーなど）には、使用済み段階での環境設計・管理に

関する EU 法規は適用されない。 

 

ELV 規則案に対する業界団体等の反応 

EuRIC（欧州リサイクル産業連盟） 

 欧州の主要なリサイクル関連団体である EuRIC は ELV 規則案について、概ね歓迎しているが、次の点

について主な懸念もしくは必要性を示している11。 

 

鉄鋼：要求事項を現実的かつ野心的な再生利用率目標に変える余地がある。 

タイヤ：リサイクル含有率目標を含める必要がある。また、リサイクルされないタイヤが増え続けて

いることに対し、緊急的な対処が必要である。 

技術：高度な破砕後技術への投資の保護が重要である。 

拡大生産者責任（EPR）：過去の投資分の考慮が必要である。 

 

また、詳細は次の表に整理した。 

 
11 EuRIC, EuRIC welcomes the new proposal for End-of-Life Vehicles and proposes improvements Press statement – Brussels, 13 July 2023, 

https://euric-aisbl.eu/resource-hub/press-releases-statements/press-statement 
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ACEA（欧州自動車工業会） 

 欧州の主要な自動車、バン、トラック、バスメーカー14 社を代表する ACEA は、ELV 規則案について

以下のように懸念を強く示している12。 

再生材の利用割合の目標について、再生材の需給バランスが不均衡であることや、既存の技術の限界が

考慮されていない旨を主張した。 

また、現行の ELV 指令と型式認証の再使用、再利用、再生の可能性に関する指令（3R 指令）を 1 つに

まとめることに反対。型式認証を受けて EU 市場に投入された部品のリサイクルに関する技術の中には、

開発途上にあるものもある。循環性向上に向けた投資を確保するには、研究開発の期間や新技術の実用化

までの十分なリードタイムが必要と指摘した（2023 年 7 月）。また、ポジションペーパーで次のような懸

念点を示した（2023 年 12 月）。 

 

最低リサイクル率目標：メカニカルリサイクルとケミカルリサイクルの両方を最低リサイクル率目標

に含められるようにすること。 

規則施行：ELV 規則の施行にはさらにリードタイムが必要である。 

 

詳細は以下の表に整理した。 

 
12 ACEA, Position Paper, End-of-life vehicle (ELV) management and circularity requirements for vehicle design, 

https://www.acea.auto/files/Position-paper-End-of-life-vehicles-Regulation.pdf 
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JBCE（在欧日系ビジネス協議会） 

日本の産業界を代表し、欧州の政策への貢献、提言等を行う JBCE は、ELV 規則案について定義や基準

を明確にすることを要請した13。詳細は以下の表に整理した。 

 

 
13 JBCE, JBCE’S POSITION ON END-OF -LIFE VEHICLES - REVISION OF EU RULES 

https://www.jbce.org/images/positions/Environment_and_Energy/JBCE_views_ELV_01DEC2023.pdf 
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⑶ に関連する専門家ヒアリング結果 

ELV 規則案に対する自動車業界の対応等 

・ACEA からステランティスが脱会し、ボルボも脱会申請中である。ACEA 内でも CE への対応について各

国の意見や立ち位置が分かれているようである。 

 

廃自動車の国外流出（廃自動車） 

・恐らく東南アジアへ流れていると考えられるが、東南アジアからさらに中国へ流れている可能性もある。

一方で中国国内ではＥスクラップ14の品質が向上しているため、その流れは少ないかもしれない。 

  

廃自動車の国外流出（部品） 

・自動車中古部品の主な輸出先は、ロシア、ニュージーランド、UAE である。自動運転、シェアリング、

CASE なども併せて進むため、いずれもインフラが必要となるために、EV の普及は先進国が中心になっ

ている。 

・フリーゾーン（無税）であるマレーシアとドバイに、リユース・リサイクル部品のマーケットのハブがあ

る。マレーシアには日本、韓国、台湾から部品が流れているようであり、ドバイには自動車部品に加え自

動車ごとでも輸出されているようである。それらは主にアフリカに再輸出されているようである。 

・エンジンのリユース販売先の 8 割は海外で、その中でも東南アジア（特にマレーシア）が多い。 

 

ELV 規則案、EV 化 

 ・今後高まると推測される再生プラスチック需要に対し、メーカー側の対応は難しいと考えている。高コス

トとなれば買ってもらえなくなる。部品メーカーも同様であり、域内のみならず北米、日本メーカーも同

様の状況になると考えている。 

 

銅ハーネス 

・銅ハーネスは破砕後に精錬会社や海外輸出されるケースが多い。輸出先はパキスタン、インドが増えてい

る。中国系バイヤーが日本国内からワイヤーハーネスを購入しているようである。 

 

触媒 

・自動車登録車数が減少傾向（2022 年度時点で 260 万台程度）にあり、資源の奪い合いになっている中、  

円安も相まって、触媒を含む廃自動車ごと海外に輸出されるケースが多くなっている。 

 

プラスチック 

・現状、再生プラスチックは供給量が少ないため、今後は奪い合いになることが予想される。中でも自動車

で使用されているプラスチックは品質が良いため、いずれバージン材プラスチックの価格を上回るもの

と考えている。 

 ・再生プラスチック生産量は今後の需要に追いつかない見込みであることから、価格上昇が予想される。 

 
14 高濃度の有価金属を含有する携帯電話など各種電子機器類の廃基板。三菱マテリアル株式会社, 

https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/business/metals/  
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・ELV 規則案では、新車生産の再生プラスチック使用率が 25％を下回ると型式認証が得られないことから

販売できなくなる。（これに対し、上掲のとおり ACEA が懸念を表明している） 

 

再生樹脂の需給見通し等 

・日本国内で必要となる再生樹脂見込み量（20 万 t／年程度と試算）は、自動車業界だけでは到底調達でき

ない。このため、廃家電や一般廃棄物由来の再生樹脂を調達することも検討する必要がある。 

・現状、自動車向けの再生樹脂を製造できる事業者は限定的であり、日本国内で再生樹脂メーカーを育てる

必要がある。また、純度の高い樹脂を選別ができる業者を増やすことが必要である。 

・動脈静脈で再生材の取引（マッチング）をする場があるとよい。 

 

(4)EU バッテリー規則 

バッテリー規則15 

EU 理事会（閣僚理事会）と欧州議会は 2022 年 12 月 9 日、2006 年発効のバッテリー指令を改正する新

たなバッテリー規則案について暫定的に政治合意し、その後双方の最終承認を経て、2023 年 8 月 17 日に発効

した。 

バッテリー規則は、EU 域内で使用されるあらゆる種類のバッテリーが対象で、バッテリーに関する持続可

能性、循環性、安全性を高めることを目的にしている。 

具体的には、EU のグリーンディール政策の枠組みにおいて、サーキュラーエコノミーと「汚染ゼロ」に関

する目標の達成を推し進めるものであり、原材料の調達から使用済みバッテリーの回収・リサイクルに至るま

で、バッテリーのライフサイクル全体を持続可能なものとすることを目指している。エネルギー危機対応とい

う視点からは、クリーンエネルギーへの転換と輸入化石燃料からの自立に寄与できる、持続可能で競争力の高

いバッテリー産業の育成も期待できる。 

規制の内容は、使用済みバッテリーの回収率（collection rate）、原材料の再資源化（materials recovery）の

率について目標を設定するほか、一部のバッテリーでは回収した原材料を一定の割合で再生利用することを

義務付けることなどが柱となっている。 

要件のまとめを下記に示した。 

 

【要件】 

対象となる製品は①ポータブルバッテリー、②産業用バッテリー、③始動・照明・点火（SLI）用バッテ

リー、④電気自動車（EV）用バッテリー、⑤軽量輸送手段（LMT）用バッテリーの 5 種類。なお、EV 用

と LMT 用（電動アシスト自転車や電動スクーターなどの軽量輸送手段の牽引に使用されるもので、この

ような輸送手段は light means of transport と呼ばれる）の 2 種類が、後述の欧州議会の修正の段階で新

たに加わった。 

A) メーカーによる使用済みバッテリーの回収率の達成義務（collection rate） 

 
15 EU, Regulation (EU) 2023/1542 of the European Parliament and of the Council of 12 July 2023 concerning batteries and waste batteries, 

amending Directive 2008/98/EC and Regulation (EU) 2019/1020 and repealing Directive 2006/66/EC 
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 今後、アウディ本社があるインゴルシュタット工場で、モデル「A4」の車両ドア内

側 1 万 5,000 個の素材として使用予定。 

BMW Car2Car プロジェクト17 

 廃車由来の再生材を新車に利用するプロジェクトを主導。大学や、研究機関、リサ

イクル企業、鉄鋼・アルミニウム関連企業が参画する。 

 回収対象は、アルミニウム、鉄鋼、ガラス、銅、プラスチック 

 目標は新車の再生材の使用比率を現状の約 3 割から 5 割まで高めることとした。 

Mercedes Benz 廃タイヤのケミカルリサイクルで得られる原料活用18 

 ドイツスタートアップ企業、ドイツの化学大手と協力し、廃タイヤを熱分解した分

解油と有機性廃棄物由来のバイオメタンを使用してプラスチックを製造するプロジ

ェクト。 

 2022 年以降の一部 BEV のドアハンドルや衝撃吸収装置に使用した。 

Renault Refactory（循環経済事業拠点）19 

 中古車両の修理やバッテリーの再利用、資源のリサイクル・再資源化などの事業機

能に加えて、OI20機能も保有するサーキュラーエコノミー型事業拠点を設立した。 

 Re-trofit21センターから中古部品を Re-Cycle センターに送り、部品を再生・再利用

する。 

 Re-trofit 車両の寿命と用途を延⾧、拡大するため、敷地内の中古部品と材料の流れ

を効率的に管理する。 

 クラシックカーの稀少部品を 3D プリンターで製造することで車両寿命を延⾧する。

車両と材料の耐久性テストやプロトタイピングセンターも並立している。   

クローズドループリサイクルのためのコンソーシアム22 

 同社とヴェオリア（環境サービス）、ソルベイ（化学）は EV 用バッテリーの金属

材料のクローズドループリサイクルを行うコンソーシアムを設立した。 

 
17 BMW, https://www.press.bmwgroup.com/global/article/detail/T0413318EN/from-scrap-to-raw-material:-state-supported-car2car-project-

develops-technologies-to-improve-recycling-of-end-of-life-

vehicles?language=enhttps://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1101/7b594545f07ba1ca.html 

 JETRO, 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1101/7b594545f07ba1ca.html?_previewDate_=null&revision=0&viewForce=1&_tmpC

ssPreview_=0%2F%2Fevents%2F%2F%2F%2F%2F%2Fbiznews%2F%2Fbiznews%2F%2F%2F 
18 Mercedes Benz, https://group.mercedes-benz.com/responsibility/sustainability/resources/chemical-recycling-scrap-tyres.html 

 JETRO, 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1101/7b594545f07ba1ca.html?_previewDate_=null&revision=0&viewForce=1&_tmpC

ssPreview_=0%2F%2Fevents%2F%2F%2F%2F%2F%2Fbiznews%2F%2Fbiznews%2F%2F%2F 
19 Renault, https://www.renaultgroup.com/wp-content/uploads/2024/01/202312_rg_refactory_en.pdf 
20 リアルタイムの運用データを収集して分析し、システムの状態を監視して問題を未然に軽減するプロセス。AWS, 

https://aws.amazon.com/jp/what-is/operational-intelligence/ 
21 Retrofit：古いシステムに新しい技術や機能を追加する 
22 Veolia, https://www.veolia.fr/medias/actualites/veolia-sassocie-groupe-renault-solvay-recycler-circuit-ferme-metaux-contenus 

JETRO, https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/8e4d689ef5692d08/20210081.pdf 
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Stellantis サーキュラーエコノミーハブ23 

 ヨーロッパにおける同社の「ゆりかごからゆりかごまで」のビジネスモデルをサポー

トする。 

 ハブでは車両の修理、車両の解体、部品の再製造活動が行われ、世界的に拡大して

いく予定。 

ELV リサイクルのための合弁事業24 

 主要な金属リサイクラーと同社は、ELV リサイクリングに焦点を当てた合弁事業を

形成するための独占交渉に入ることを発表した。 

 選択された認定処理施設と協力して、ELV を最終所有者から回収し、部品の再利用、

再製造、リサイクルを可能にする。 

 サービスは 2023 年末に開始され、最初はフランス、ベルギー、ルクセンブルクに焦

点を当て、その後ヨーロッパ全体に拡大される予定。 

 他の自動車メーカーにもサービスを提供する予定。 

Volvo Care by Volvo25 

 車両及び保険、タイヤ交換、整備、メンテナンスなどのサービスを提供するサブス

クリプションサービス。 

バッテリーのクローズドループに関する提携26 

 クローズドループのバッテリーエコシステムの構築に取り組むスタートアップ

（Redwood Materials, アメリカ, ネバダ州）と提携し※、州内のディーラーや解体

業者とのパートナーシップを通じて、使用済み EV 用バッテリーパックを収集し、

北ネバダの施設に輸送した後、解体してバッテリー材料を製造する。今後は、ほか

の自動車メーカーの参加も受け入れるほか、州内のリチウムイオン電池やニッケル

水素電池も回収し、リサイクルの対象を拡大する。 
※下記 VW も Redwood Materials と提携している完成車メーカーのうちの 1 社。 

VW 高電圧車両用バッテリーリサイクル用パイロット施設を開設27 

 Li、Ni、Mn、Co、Al、Cu、プラスチックなどの原材料をクローズドループで工業的

に回収する。 

 将来的にリサイクル率 90％以上を目指す。 

 部品だけでなく工具も修理し再使用する。 

再生プラスチックを BEV の内装に活用28 

 シート表面に漁網などの海洋ごみ 1 割、ペットボトルのリサイクル 9 割で構成する

ポリエステル糸から製造した繊維を使用する。 

 天井（ヘッドライナー）とフロアカーペットの表面は 100％リサイクルされたポリ

 
23 Stellantis, https://www.stellantis.com/en/news/press-releases/2023/november/stellantis-inaugurates-its-first-circular-economy-hub-in-turin-

italy 
24 Stellantis, https://www.stellantis.com/content/dam/stellantis-corporate/news/press-releases/2023/june/05-06-2023/en/EN-20230605-

Stellantis-Galloo-ELV-Recycling-JV-MOU.pdf 
25 Volvo, https://www.volvocars.com/us/financial-services/subscription/ 
26 JETRO, https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/8fb2500fdc0ea327/20230009.pdf 
27 Volkswagen, https://batteriesnews.com/volkswagen-leads-research-team-recycle-batteries-multiple-times-first-time/ 
28 JETRO, https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1101/7b594545f07ba1ca.html 
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エステル。 

 小型電気バス ID.Buzz で既に利用しており、BEV の ID シリーズにも活用すると発

表した。 

サプライヤーのサイトにリサイクルのパイロットプラントを設置29 

 車両バッテリーからのリサイクル可能な材料の生産と供給を確保する。 

 完全にリサイクルされた材料から新しいセルを製造する。 

⑸に関連する専門家ヒアリング内容 

リチウムイオンバッテリー事業（静脈事業者を含む） 

・リビルド（定置用、一部車にも）、レアメタル回収（素材回収）を主としているが、カスケード利用が中

心となっている。 

・金属の躯体の中で、鉄は素材リサイクル、焼却後の残渣からリチウム、ニッケル、コバルトを抽出して精

錬業者へ売却している。 

・運搬中、保管中に火災が発生するなど安全性についての課題もあるが、価値が上がっており、資源確保に

対するニーズは高いので、しっかりと国内で技術とビジネス両方の確立を図る必要がある。 

 

次世代モビリティ（超小型モビリティ）のリサイクル事業（静脈事業者を含む） 

・超小型バッテリーのリサイクルシステムについて、他団体と共にリサイクルシステムを構築中で、来年稼

働予定である。 

・リチウムイオンバッテリーと同様に、広域認定制度を申請中である。 

・将来的には自治体からの引き取り回収を考えている。 

 

AI/IoT を活用した選別技術（静脈事業者を含む） 

・素材・禁忌品の効率的な選別を自主事業で検証している。協力会社と共に検討を進めているが、機器など

を現場に設置するという段階までは進んでおらず、AI の教師データの収集、機器を入れるための事前検

証の段階である。 

・現在は事業化しやすいアルミリサイクルを対象にしており、アルミの選別については画像認識を主に、既

存技術をうまく活用する方向で取り組んでいる。将来的には、アルミ以外の他の部材の選別にも取り組む。 

 

事業化に関する事例 

・水流選別による樹脂リサイクルの技術は、自動車部品に限らず、いろいろな部品の選別に有効であり、メ

ーカーが他業界向けに水流選別機を発売している。 

・ASR20%削減を目指した樹脂、ガラスの広域回収・高度処理において、現在事業化に取り組んでいるとこ

ろである。 

 

資源回収インセンティブ等 

・正確な選別作業を行い、再生樹脂の量を調達できるようにするためには、リサイクル業者への赤字補填が

必要である。実際に資源回収のインセンティブをリサイクル業者に回すために、ASR 処理費用の余剰金

 
29 JETRO, https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1101/7b594545f07ba1ca.html 
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を解体業者へ回す仕組みを作ることを検討している。 

 

静脈産業の現状 

・動静脈連携はこれまで省庁が実施してきたが、静脈産業自体がそれぞれ事業を行っているのが現状であ

る。 

 

(6)中国・アメリカ 

EU 以外の地域として中国及びアメリカの自動車に関するサーキュラーエコノミー戦略を以下に示す。 

 

中国 

中国の自動車輸出台数は、2021 年以降、年間で 100 万台程度増加するなど急速に拡大しており、2023 年

上半期では日本を抜き、世界 1 位の輸出国になった。自動車輸出のうち約 25％は BEV などの新エネルギ

ー車となっており、EV 用バッテリーやモーター、車体（ボデーやシャーシ）などに使用される部品や素材

の世界的な輸出入の流れが大きく変化していると推測された。 

中国はすでにサーキュラーエコノミーについて第 14 次循環経済発展五か年計画を 2021 年に発表してお

り、その内容を以下に示す。 

 

第 14 次循環経済発展五か年計画（十四五”循环经济发展规划, 2021~2025 年） 

中国の第 14 次循環型経済発展五か年計画30 31は、国内外の状況や国際的な視点を踏まえ、循環

型経済の発展を重要な戦略と位置付けている。中国はいまだ一部の資源の国外依存度が高いと同時

に資源の利用効率が低く、生産・生活様式の変革や資源の利用効率の向上が急務であると認識して

いる。また、国際的な状況やグリーン・低炭素・循環型経済の推進が世界的なトレンドであること

も考慮し、中国も循環型経済の発展を加速させる方針を打ち出した。これにより、資源の経済的・

効率的な利用やリサイクルシステムの構築を通じて、国家資源の安全性や生態文明の建設を促進し、

カーボンニュートラルの実現を目指すとしている。 

自動車に関連する主な内容は以下の通り。 

① 重点地域・重点製品の資源循環レベルを引き上げる。 

② インセンティブと制約を組み合わせた⾧期的なメカニズムを確立し、市場関係者の循環経

済への参加意欲を十分に刺激し、循環経済の発展に対する内発的な原動力を高める。 

③ 業界団体に製品のグリーン設計に関するガイドラインの発行を奨励し、グリーン設計の事

例づくりを推進する。 

④ エネルギーのみならず、水も重要資源ととらえ、循環利用を促進する。 

⑤ 国家エコ産業実証パークの設立を奨励する。 

⑥ 専門的な再製造旧部品リサイクル企業を育成し、再製造製品の取引プラットフォームの構

築を支持する。 

 
30 中华人民共和国国家发展和改革委员会, https://www.ndrc.gov.cn/xwdt/tzgg/202107/t20210707_1285530.html 
31 JETRO, https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1201/8e7c7d4a18be020d.html 
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⑦ 企業がアフターサービス制度に再生製品を適用し、届出義務を果たすことを奨励する。 

⑧ リマニュファクチャリング技術と設備のデジタル化の組み合わせを推進し、大型電気機械

設備にカスタマイズされたリマニュファクチャリングサービスを提供する。 

⑨ アフターサービス、保険、商業、物流、リースなどの分野で、再生自動車部品と再生事務

機器を推進し、アフターサービス市場での再生製品の使用比率をさらに高める。 

⑩ リマニュファクチャリング産業の規模を拡大し、10 程度のリマニュファクチャリング産

業クラスターの形成を指導し、多くのリマニュファクチャリングセンターを育成する。 

⑪ 自動車メーカー、ディーラー、整備事業者、リサイクル・解体事業者を網羅する、自動車

使用の全ライフサイクルに関する情報の双方向システムを構築し、自動車の生産、輸入、

販売、登録、整備、中古車取引、廃車、主要部品・コンポーネントの流れの方向に関する

情報の相互接続と共有を強化する。 

⑫ 認証部品、再生部品、再利用外装部品のラベリングシステムと情報照会システムの確立。 

⑬ 自動車製品の生産者責任の拡大に関する試験的プロジェクトの実施。（一部の地域を選び、

自動車使用の全ライフサイクル管理に関するパイロット・プロジェクトを実施し、条件が

整えば全国的に推進する。） 

⑭ 新エネルギー車の動力電池のトレーサビリティ管理プラットフォームの建設を強化し、新

エネルギー車の動力電池のリサイクルのためのトレーサビリティ管理システムを改善す

る。 

⑮ 新エネルギー車メーカーと使用済み動力電池のはしごをかける企業が、自主建設、共同建

設、公認などの手段を通じて、標準化されたリサイクルサービス店舗を建設することを促

進する。 

⑯ 動力電池の標準化されたカスケード利用を促進し、動力電池の残余エネルギー検出、残余

価値評価、再編、利用を改善する。 

⑰ 廃電池を総合的に利用する基幹企業を育成し、廃電池のリサイクル産業の発展を促進する。 

⑱ 重要資源の消費とリサイクルを含む統計体系を段階的に確立し、統計会計方法を最適化し、

統計データが循環経済業務を支援する能力を高める。循環型経済の評価システムは第三者

評価を奨励する。 

 

アメリカ合衆国 

 アメリカ合衆国連邦政府はサーキュラーエコノミー政策に直接的には取り組んでいない。EPA（環境保

護庁）においても、国家リサイクル戦略の草案32を 2021 年に公開しているが、主に都市廃棄物に関する戦

略であり、アメリカ国内ではあくまでも民間主導でサーキュラーエコノミーの推進していくことが推測さ

れた。企業の事例を以下に示す。 

Apple Inc. 

自社の環境戦略として 2030 年までのカーボンニュートラルを目標として掲げる気候変動の他、資源

分野、化学物質管理分野を重視している。特に資源分野では循環経済に向けた取組を推進しており、再

生材もしくは再生可能資源を利用する資源効率の高い製品設計、製品の耐久性向上やリファービッシュ

 
32 EPA, https://www.epa.gov/system/files/documents/2022-09/EPA_Circular_Economy_Progress_Report_Sept_2022.pdf 

EPA, https://www.epa.gov/circulareconomy/circular-economy-implementation-plan-online-platform 
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ェーン協議会（①再生材の利用促進、②循環配慮設計、③循環の可視化、

④CE コマース等） 

第 7 回 ３月下旬 業界・企業からのヒアリング／議論（①再生材の利用促進、②循環配慮設

計、③循環の可視化、④CE コマース等） 

第 8 回 ４月以降 論点整理 

 

さらに、循環経済小委員会の下に設置された自動車リサイクルワーキンググループにおいて中央環境審議会

循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会との合同会議（第 58 回、2024 年 1 月 26 日）が開催36され、自

動車リサイクルに関する取組が紹介された。 

 

 

(8)サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ（通称：CPs）及び情報流通プ

ラットフォーム 

サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ37 

経済産業省では、2020 年 5 月に策定した「循環経済ビジョン 2020」を踏まえ、資源循環経済政策

の再構築等を通じた国内の資源循環システムの自律化・強靱化と国際市場獲得を目指し、総合的な政

策パッケージである「成⾧志向型の資源自律経済戦略」を 2023 年 3 月 31 日に策定した。 

本戦略に基づいてサーキュラーエコノミーを実現するにあたり、個社ごとの取組だけでは経済合理

性を確保することは難しく、関係主体の連携による協調領域の拡張が必須となることから、同戦略の

実現に向けた具体的なアクションの一つとしてサーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナー

シップ「サーキュラーパートナーズ」を同年 12 月設立し、施策について検討を行っている。なお、パ

ートナーシップでは主に以下３ワーキンググループ（WG）会議により構成されている。 

ビジョン・ロードマップ WG 

今後の日本のサーキュラーエコノミーに関する方向性を定めるため、2030 年、2050 年を見据

えた日本全体のサーキュラーエコノミーの実現に向けたビジョンや中⾧期ロードマップの策定

を目指す。また、各製品・各素材別のビジョンや中⾧期ロードマップの策定も目指す。 

サーキュラーエコノミー情報流通プラットフォーム WG 

循環に必要となる製品・素材の情報や循環実態の可視化を進めるため、2025 年を目途に、デ

ータの流通を促す「サーキュラーエコノミー情報流通プラットフォーム」を立ち上げることを目

指す。 

地域循環モデル WG 

自治体におけるサーキュラーエコノミーの取組を加速し、サーキュラーエコノミーの社会実装

を推進するため、地域の経済圏の特徴に応じた「地域循環モデル（循環経済産業の立地や広域的

な資源の循環ネットワークの構築等）」を目指す。 

 

 
36 経済産業省, https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/jidosha_wg/058.html 
37 経済産業省, https://www.meti.go.jp/press/2023/09/20230912002/20230912002.html 
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J4CE38 

 J4CE は、環境省、経済産業省、経団連により 2021 年 3 月立ち上げたパートナーシップで、下記の３項

目について活動を行っている。 

 

1. 目的 

循環経済への流れが世界的に加速化する中で、国内の企業を含めた幅広い関係者の循環経済への更

なる理解醸成と取組の促進を目指して、官民連携を強化することを目的としている。 

 

2. 活動内容 

① 日本の先進的な循環経済に関する取組事例の収集と国内外への発信・共有 

・ パートナーシップ Web サイトの構築と事例等の情報発信 

・ 取組事例集の作成 

・ 一般向け広報イベント等での発信 等 

② 循環経済に関する情報共有やネットワーク形成 

・ 国内外の最新動向の発信 

・ 年１回の定期会合 等 

③ 循環経済促進に向けた対話の場の設定 

 
38 J4CE, https://j4ce.env.go.jp/ 






